
新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
第１編 共通編 第１編 共通編
第１章　総則 第１章　総則
第1135条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更 第1135条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更
２．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び
時間が定められていない場合で、休日等又は夜間に
作業を行う場合は、事前に理由を調査職員に提出し
なければならない。

２．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び
時間が定められていない場合で、休日等又は夜間に
作業を行う場合は、事前にその理由を調査職員に連
絡しなければならない。ただし、現道上の作業につい
ては書面により提出しなければならない。

○

第２章　設計業務等一般 第２章　設計業務等一般
第1209条 設計業務の条件 第1209条 設計業務の条件
12．受注者は、概略設計又は予備設計における比較
案の提案、評価及び検討をする場合には、従来技術
に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利
用し、有用な新技術・新工法を積極的に活用するため
の検討を行うものとする。なお、従来技術の検討にお
いては、ＮＥＴＩＳ掲載期間終了技術についても、技術
の優位性や活用状況を考慮して検討の対象に含める
こととする。
また、受注者は、詳細設計における工法等の選定に
おいては、従来技術（ＮＥＴＩＳ掲載期間終了技術を含
む）に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等
を利用し、有用な新技術・新工法を積極的に活用する
ための検討を行い、監督職員と協議のうえ、採用する
工法等を決定した後に設計を行うものとする。

12．受注者は、概略設計又は予備設計における比較
案の提案、評価及び検討をする場合には、従来技術
に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利
用し、「設計段階における新技術・新工法検討の手引
き」に基づき、有用な新技術・新工法を積極的に活用
するための検討を行うものとする。なお、従来技術の
検討においては、ＮＥＴＩＳ掲載期間終了技術について
も、技術の優位性や活用状況を考慮して検討の対象
に含めることとする。
また、受注者は、詳細設計における工法等の選定に
おいては、従来技術（ＮＥＴＩＳ掲載期間終了技術を含
む）に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等
を利用し、「設計段階における新技術・新工法検討の
手引き」に基づき、有用な新技術・新工法を積極的に
活用するための検討を行い、監督職員と協議のうえ、
採用する工法等を決定した後に設計を行うものとす
る。

○

改
定

No 条文 新
規

削
除

1

2
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新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

（参考）主要技術基準及び参考図書 （参考）主要技術基準及び参考図書

○

4 ○

3
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新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

5 ○

6 ○
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新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

7 ○

（２）河川・海岸・砂防・ダム関係 （２）河川・海岸・砂防・ダム関係

○
8
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新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

9 ○

10 〇
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新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

11 ○

第２編 河川編 第２編 河川編
第１章　河川環境調査 第１章　河川環境調査
第３節　河川水辺環境調査 第３節　河川水辺環境調査
本調査は、河川水辺の国勢調査 基本調査マニュア
ル【河川版】（国土交通省・平成28 年1 月）及び河川
水辺総括資料作成調査の手引き（案）（リバーフロント
整備センター・平成13 年8 月）に準拠して、実施する
ものとする。

本調査は、河川水辺の国勢調査 基本調査マニュア
ル【河川版】（国土交通省・令和7 年9 月）及び河川水
辺総括資料作成調査の手引き（案）（リバーフロント整
備センター・平成13 年8 月）に準拠して、実施するも
のとする。 ○
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新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

第2111条 河川水辺環境調査の区分 第2111条 河川水辺環境調査の区分
（１）基本調査
１）魚類調査
２）底生動物調査
３）植物調査
４）鳥類調査
５）両生類・爬虫類・哺乳類調査
６）陸上昆虫類等調査
７）河川環境基図作成調査

（１）基本調査
１）魚類採捕調査
２）魚類環境DNA 調査
３）底生動物調査
４）植物調査
５）鳥類調査
６）両生類・爬虫類・哺乳類調査
７）陸上昆虫類等調査
８）河川環境基図作成調査

○

第2112条 魚類調査 第2112条 魚類採捕調査
２．業務内容
（２）事前調査
受注者は、現地調査を行う前に、設計図書に基づき、
文献調査及び聞き取り調査を実施するものとする。
なお、文献の収集及び聞き取り相手の選定にあたっ
ては、「河川水辺の国勢調査 基本調査マニュアル【河
川版】（国土交通省・平成28 年1月）」に基づき、学識
経験者の助言を得るようにする。
（３）現地調査計画策定
受注者は、全体調査計画書および事前調査の成果を
踏まえ、調査区域を設定した上で現地踏査し、調査計
画を検討、策定し、調査職員の承諾を得るものとす
る。
なお、計画策定にあたっては、「河川水辺の国勢調査
基本調査マニュアル【河川版】（国土交通省・平成28
年1 月）」に基づき、学識経験者の助言を得るようにす
る。
（５）調査成果のとりまとめ
受注者は、調査成果について所定の様式に基づき、
下記のようにとりまとめるものとする。
１）考察・評価
受注者は、調査成果について「河川水辺の国勢調査
基本調査マニュアル【河川版】（国土交通省・平成28
年1 月）」に基づき、学識経験者の助言を仰ぎ、評価
をとりまとめ、考察を行う。
２）データの入力
受注者は、「河川水辺の国勢調査入出力システム【河
川版】（Ver3.90）（リバーフロント整備センター・平成27
年度版）」に基づき調査データの入力を行う。

２．業務内容
（２）事前調査
受注者は、現地調査を行う前に、設計図書に基づき、
文献調査及び聞き取り調査を実施するものとする。
なお、文献の収集及び聞き取り相手の選定にあたっ
ては、「河川水辺の国勢調査 基本調査マニュアル【河
川版】（国土交通省・令和7 年9 月）」に基づき、学識
経験者の助言を得るようにする。
（３）現地調査計画策定
受注者は、全体調査計画書および事前調査の成果を
踏まえ、調査区域を設定した上で現地踏査し、調査計
画を検討、策定し、調査職員の承諾を得るものとす
る。
なお、計画策定にあたっては、「河川水辺の国勢調査
基本調査マニュアル【河川版】（国土交通省・令和7 年
9 月）」に基づき、学識経験者の助言を得るようにす
る。
（５）調査成果のとりまとめ
受注者は、調査成果について所定の様式に基づき、
下記のようにとりまとめるものとする。
１）考察・評価
受注者は、調査成果について「河川水辺の国勢調査
基本調査マニュアル【河川版】（国土交通省・令和7 年
9 月）」に基づき、学識経験者の助言を仰ぎ、評価をと
りまとめ、考察を行う。
２）データの入力
受注者は、国土交通省水管理・国土保全局の河川環
境データベース（河川水辺の国勢調査）ホームページ
の「河川水辺の国勢調査入出力システム」を用いて調
査結果データの入力を行う。

○
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新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

第2113条　魚類環境DNA調査
１．業務目的
本調査は、魚類の生息状況を、環境DNA 調査を基に
把握することを目的とする。
２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）現地調査計画策定、（３）現地調査について
は、第2112条魚類採捕調査に準ずるものとする。
（４）分析
受注者は、調査成果について、「ろ過」、「DNA の抽
出」、「DNA の分析」を行うものとし、各分析工程の実
施日は工程毎に記録するものとする。また、各工程の
作業が複数回にわたる場合は分析回を記録する。
（５）調査成果のとりまとめ
受注者は、調査成果について所定の様式に基づき、
とりまとめるものとする。
なお、受注者は、国土交通省水管理・国土保全局の
河川環境データベース（河川水辺の国勢調査）ホーム
ページの「河川水辺の国勢調査入出力システム」を用
いて調査結果データの入力を行う。
（６）照査
受注者は、第1108 条照査技術者及び照査の実施に
基づき、照査を実施するものとする。
（７）報告書作成
受注者は、業務の成果として、第1210 条調査業務及
び計画業務の成果に準じて報告書を作成するものと
する。

〇

第2113条 底生動物調査 第2114条 底生動物調査
２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査については、第2111 条魚類調査に準ずるもの
とする。
（５）室内分析
受注者は、現地調査において採集したサンプルを室
内に持ち帰り、ソーティングを行い、ついで、種の同
定、種ごとの個体数の計数を行うものとする。また、定
量採集においては、サンプルの湿重量の測定を行
い、「河川水辺の国勢調査 基本調査マニュアル【河川
版】（国土交通省・平成28年1 月）」にもとづき標本を
作製するものとする。
（６）調査成果のとりまとめ
受注者は、調査成果のとりまとめについて、第2111
条魚類調査第２項（５）に準ずるものとする。

２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査については、第2112 条魚類採捕調査に準ず
るものとする。
（５）室内分析
受注者は、現地調査において採集したサンプルを室
内に持ち帰り、ソーティングを行い、ついで、種の同
定、種ごとの個体数の計数を行うものとする。また、定
量採集においては、サンプルの湿重量の測定を行
い、「河川水辺の国勢調査 基本調査マニュアル【河川
版】（国土交通省・令和7年9 月」にもとづき標本を作
製するものとする。
（６）調査成果のとりまとめ
受注者は、調査成果のとりまとめについて、第2112
条魚類採捕調査第２項（５）に準ずるものとする。

○

15

16
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新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

第2114条 植物調査 第2115条 植物調査
２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査、（５）調査成果のとりまとめについては、第
2111 条魚類調査に準ずるものとする。

２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査、（５）調査成果のとりまとめについては、第
2112 条魚類採捕調査に準ずるものとする。

○

第2115条 鳥類調査 第2116条 鳥類調査
１．業務目的
本調査は、河川内における鳥類の生息状況を把握す
ることを目的とする。
２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査、（５）調査成果のとりまとめについては、第
2111 条魚類調査に準ずるものとする。

１．業務目的
本調査は、河川内における鳥類の生息状況とともに、
集団分布地の状況を把握することを目的とする。
２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査、（５）調査成果のとりまとめについては、第
2112 条魚類採捕調査に準ずるものとする。

○

第2116条 両生類・爬虫類・哺乳類調査 第2117条 両生類・爬虫類・哺乳類調査
２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査、（５）調査成果のとりまとめについては、第
2111 条魚類調査に準ずるものとする。

２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査、（５）調査成果のとりまとめについては、第
2112 条魚類採捕調査に準ずるものとする。

○

17

18

19

9/11



新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

第2117条 陸上昆虫類等調査 第2118条 陸上昆虫類等調査
２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査、（５）調査成果のとりまとめについては、第
2111 条魚類調査に準ずるものとする。
（５）室内分析
受注者は、現地調査において採集した陸上昆虫類等
を室内に持ち帰り、調査地区ごとに同定及び計数を
行い、「河川水辺の国勢調査 基本調査マニュアル【河
川版】（国土交通省・平成28 年1 月）」にもとづき標本
を作製するものとする。
（６）調査成果のとりまとめ
受注者は、調査成果のとりまとめについて、第2111
条魚類調査第２項（５）に準ずるものとする。

２．業務内容
（１）計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計
図書に示す業務内容を確認し、第1112 条業務計画
書第２項に示す事項について業務計画書を作成し、
調査職員に提出するものとする。
なお、（２）事前調査、（３）現地調査計画策定、（４）現
地調査、（５）調査成果のとりまとめについては、第
2112 条魚類採捕調査に準ずるものとする。
（５）室内分析
受注者は、現地調査において採集した陸上昆虫類等
を室内に持ち帰り、調査地区ごとに同定及び計数を
行い、「河川水辺の国勢調査 基本調査マニュアル【河
川版】（国土交通省・令和7 年9 月）」にもとづき標本を
作製するものとする。
（６）調査成果のとりまとめ
受注者は、調査成果のとりまとめについて、第2112
条魚類採捕調査第２項（５）に準ずるものとする。

○

第2118条 河川環境基図作成調査 第2119条 河川環境基図作成調査
（２）資料調査
受注者は、現地調査を行う前に、設計図書に基づき、
文献調査及び聞き取り調査を実施するものとする。
（３）現地調査
受注者は、資料調査の成果を踏まえ、調査を実施す
るものとする。

（２）事前調査
受注者は、現地調査を行う前に、設計図書に基づき、
文献調査及び聞き取り調査を実施するものとする。
（３）現地調査計画策定
受注者は、全体調査計画書および事前調査の成果を
踏まえ、調査区域を設定した上で現地踏査し、調査計
画を検討、策定し、調査職員の承諾を得るものとす
る。
なお、計画策定にあたっては、「河川水辺の国勢調査
基本調査マニュアル【河川版】（国土交通省・令和7 年
9 月）」に基づき、学識経験者の助言を得るようにす
る。
（４）現地調査
受注者は、現地調査計画に基づき、調査を実施する
ものとする。

（５）～（７）については、「（３）現地調査計画策定」追
加により、番号を改定するもの。

○

第2119条 河川空間利用実態調査 第2120条 河川空間利用実態調査
２．業務内容
（２）河川空間利用実態調査
受注者は、「河川水辺の国勢調査マニュアル（案）(河
川空間利用実態調査編)（国土交通省平成16 年3
月）」に基づき、河川空間の利用実態として有料施設
区域の調査、定点観測、区間観測等を行い、集計を
行うものとする。

２．業務内容
（２）河川空間利用実態調査
受注者は、「河川水辺の国勢調査マニュアル（案）(河
川空間利用実態調査編)（国土交通省平成30 年12
月）」に基づき、河川空間の利用実態として有料施設
区域の調査、定点観測、区間観測等を行い、集計を
行うものとする。

○

20

22

21
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新　旧　対　照　表 土木設計業務等共通仕様書

旧・条文構成　（令和７年10月） 新・条文構成（令和８年10月）
改
定

No 条文 新
規

削
除

23 第2120 条 河川水辺総括資料作成調査 第2121 条 河川水辺総括資料作成調査 〇
24 第2121 条 成果物 第2122 条 成果物 〇

第６編 道路編 第６編 道路編
第４章 道路設計 第４章 道路設計
第6429条 盛土・切土詳細設計 第6429条 盛土・切土詳細設計
２．業務内容
（３）設計条件の確認
受注者は、設計条件の確認について、「第6431 条 盛
土・切土予備設計」第２項の（３）に準ずるものとする。

２．業務内容
（３）設計条件の確認
受注者は、設計条件の確認について、「第6428 条 盛
土・切土予備設計」第２項の（３）に準ずるものとする。

○

25
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